
好循環実現のための経済対策 

 

 

安倍内閣の 



「アベノミクス」 

「デフレ」から脱出し、経済成長につなげていく 

「三本の矢」 

国土強靱化計画 

「異次元」の金融緩和 日銀 

～「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」～ 

新たな成長戦略  

円高修正や株価上昇を加速させる 

・公共事業 

・大胆な金融緩和 

・成長戦略 



国土強靱化計画 

国土強靱化法 平成25年年12月成立 

 
平成24年度の補正予算  内公共事業 5兆3000億円 
 
平成25年度の当初予算  内公共事業 5兆2853億円 
       （１５ヶ月予算）公共事業費約10兆6000億円 
 
平成26年度の当初予算  内公共事業 2兆8000億円 
 

 １０年間で２００兆円投資 

1.公共事業 



異次元の緩和策 

２％の物価上昇に向かって、できることはすべて行う 

政府の方針 

日銀の対応 

① ２年間で市場に供給量を倍増させる。 

② リスク資産の買い入れ 

長期国債買い入れ   残期間７年程度まで拡大 

ＥＴＦ（上場投資信託）、Ｊ－ＲＥＩＴ（不動産投資信託）の買入れ 

２．大胆な金融緩和 

（参考） 
長引くデフレ下での日銀の政策決定への唯我独尊的態度への不満 
日銀法改正で総裁の罷免等の法制化の動き 
安倍政権誕生で内閣官房参与に浜田宏一氏（リフレ派学者）の起用 
日銀の政策変化につながり大胆な金融緩和へ 



日本再興戦略  -JAPAN is BACK- 

日本再興戦略-
JAPAN is BACK- 

３．成長戦略  



補正予算による経済対策 
安倍内閣 平成24年・25年度補正予算 



平成25年度補正予算 

  5兆5000億円 事業規模18.6兆円 

政権復帰後の安倍内閣の経済対策   

平成25年1月11日  日本経済再生に向けた緊急経済 

好循環実現のための経済対策 平成25年12月5日  

平成24年度補正予算 

13兆1000億円 事業規模20.2兆円 

年金国庫負担1/2の実現等 



            今次経済対策  補正予算の規模と効果  
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出典：一般財団法人 建設経済研究所 



内閣府 月例経済報４月１７日より 



内閣府 月例経済報４月１７日より 



資料：IMF  Principal Global Indicators(PGI) 
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個人消費の動向 
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個人消費の動向 
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個人消費の動向 
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内閣府 月例経済報４月１７日より 



 地方の自由な発想      規制緩和 

自由かつ公平な競争のフィールド 

鈴木よしひろの考え方 

統治機構の作り直し 

全国一律 ⇒ 地方独自の政策 
経済の活性化
日本の活力 

中央集権  ⇒ 地方主権 

官僚主導  ⇒ 民主導 
憲法改正が必要 

戦後につくられた制度  時代の変化に対応していない 


